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Ⅰ 千葉県のあらまし 

１．人口動態 

(１)人口 

本県の人口は、平成 22 年時点の人口を 100 として見ると、県全体では平成 32(2020)

年まで緩やかに増加するが、その後、減少に転じるものと推計される。 

ブロック別に見ると、Ａ地域のブロックでは平成 42(2030)年時点の人口が平成 22 年

と比べて増加ないし横ばいとなる。一方、Ｂ地域では、全てのブロックで平成 42(2030)

年時点の人口が平成 22 年と比べて減少することとなり、減少幅が約３割に上るブロック

もある。 

 

図表 1 人口の増減(平成 22 年＝100) 

 
(注) 平成 22 年を 100 とした場合の増減 

 

 
出所：平成 27 年までは総務省「国勢調査」、平成 32 年以降は㈱ちばぎん総合研究所推計(中位推計)

70

80

90

100

110

平成22年 平成27年 平成32

(2020)年

平成37

(2025)年

平成42

(2030)年

千葉

葛南

東葛飾

印旛

香取

海匝

山武

長生

夷隅

安房

君津

県全体

Ａ地域

Ｂ地域

平成22年 平成27年
平成32

(2020)年
平成37

(2025)年
平成42
(2030)年

平成22年 平成27年
平成32

(2020)年
平成37

(2025)年
平成42

(2030)年
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(２)高齢化率 

本県の高齢化率は、県全体では平成 27 年の 25.9％から平成 42(2030)年には 31.2％に

5.3 ポイント上昇すると推計される。 

ブロック別に見ると、Ａ地域のブロックでは平成 42(2030)年時点の高齢化率が 30％前

後であるのに対し、Ｂ地域では、君津を除いて 30％台後半から 40％台後半の水準まで上

昇する。 

 

図表 2 千葉県内のブロック別高齢化率 

 

 

出所：平成 27 年は総務省「国勢調査」、平成 32(2020)年以降は㈱ちばぎん総合研究所推計(中位推計) 
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２．消費マーケットの動向 

(１)世帯数 

千葉経済センター(公益財団法人ひまわりベンチャー育成基金)がまとめた調査レポー

ト「大型商業施設の動向と地元の対応について」(以下「千葉経済センターの調査レポー

ト」という。)によると、本県の世帯数は2015年の2,605千世帯をピークに減少に転じ(国

立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(2014年)」)、2035年には2,444

千世帯と2015年比160千世帯、6.2％減少し、高齢世帯(世帯主60歳以上)比率が高まる

(2015年44.4％→2035年52.2％)(図表３)。 

家計の消費支出はライフステージに応じて変化する(世帯主年齢層別支出額は、子育て

世代の 50～59 歳がピーク＜296 千円/月＞、図表４)ため、世帯の年齢構成の変化によっ

て地域の消費総額も変化する。千葉県の世帯主年齢別世帯数に同家計支出額(2016 年全

国家計調査、注１)を単純に乗じて千葉県の消費マーケット規模を推計すると(嗜好の変

化や物価上昇率等を考慮しない実質ベースの単純推計)、2010 年実績の７兆 4,117 億円

から 2015 年には７兆 6,440 億円と 2010 年比 3.1％増加した後、2020 年までは横ばいで

推移する見通し(注２、プラス材料としての世帯数増加をマイナス材料の世帯年齢重心上

昇が相殺)。その後は、世帯数・年齢構成の両要因面で減少に転じ、2035 年の県内実質

消費総額は７兆 752 億円と 2015 年比 7.4％縮小する(図表５)。 

 

(注１)単身世帯、２人以上世帯の両者を含む総世帯ベース、以下同じ。 

(注２)千葉経済センターが 2015 年 8 月に公表した「千葉県内の大型商業施設の動向と

今後の方向性」においても千葉県内消費額の将来推計を行い、2020 年の消費額

(名目値)は 2010 年対比で 12％増加するとの予想値を出した。同増加分のほと

んどは物価上昇によるものであり、物価要因を除く実質ベースでは、今回の推

計結果とほぼ整合性が保たれている。 

 

図表 3 世帯主年齢層別 世帯数の推移(千葉県) 

 

出所：総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所 
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図表 4 世帯主年齢層別家計支出額(全国、2016 年) 

 

出所：総務省「家計調査」 

 

図表 5 県内の消費マーケットの推計 

 
注：図表３「世帯主年齢層別 世帯数の推移(千葉県)」に、図表４「世帯主年齢層別家計支出額」を乗

じて推計した(家計支出額は不変として推計) 
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３．観光の動向 

(１)観光入込客数 

千葉県の観光入込客数は、「ちばデスティネーションキャンペーン」が行われた平成

19 年に、圏央道の木更津ＪＣＴ～木更津東ＩＣ間の開通や館山自動車道(君津～富津中

央)の開通(＝全線開通)があったほか、平成 21 年には東京湾アクアラインの料金引き下

げ社会実験が開始されるなど、交通インフラの整備・充実が進んだことを背景に、平成

19 年以降、増加基調となった。 

その後、入込客数は、東日本大震災が発生した平成 23 年に大きく落ち込んだが、アウ

トレットモールの開業(木更津市・平成 24 年、酒々井町・平成 25 年)や成田空港第３タ

ーミナルの供用開始(平成 27 年)、圏央道神崎ＩＣ～大栄ＪＣＴ間の開通(平成 27 年)等

により、近年では再び、増加傾向にある。 

図表 6 観光入込客数 

 
出所：千葉県商工労働部観光企画課 

 

(２)外国人延べ宿泊者数 

平成 28 年の外国人延べ宿泊者数を見ると、本県は約 346 万人泊で全国６位となってい

る。平成 26 年と比較した増減率は 29.6％で、全国順位は高くないものの、一定の成長

を見せている。 

図表 7 外国人延べ宿泊者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：国土交通省・観光庁「宿泊旅行統計」より㈱ちばぎん総合研究所作成 
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Ⅱ 千葉県の小売業 

１．千葉県の小売業の状況 

(１)千葉県の小売業の位置 

全国における千葉県の小売業の位置を見ると、事業所数が第９位(構成比 3.6％)、従

業者数が第７位(同 4.4％)、年間商品販売額が第７位(同 4.3％)となっている。 

図表 8 本県の小売業の位置 

 
出所：経済産業省「商業統計」(平成 26 年) 

注：事業所数及び従業者数については、年間商品販売額等があり、産業細分類格付けに必要な事項の数値

が得られた事業所のみを対象として集計した数値。 
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3 愛知県 39,648 5.1 神奈川県 369,316 6.4 神奈川県 7,608,869 6.2

4 神奈川県 37,703 4.9 愛知県 326,353 5.6 愛知県 7,303,613 6.0

5 兵庫県 32,220 4.2 埼玉県 289,647 5.0 埼玉県 6,052,973 5.0
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(２)小売業の年間商品販売額の推移 

千葉県の小売業の年間商品販売額の推移を見ると、平成26年と平成24年の比較では、

約 3,600 億円(7.2％)増加している。なお、この間の全国の伸びは 6.4％である。 

図表 9 小売業の年間商品販売額の推移 

 
出所：経済産業省「商業統計」(平成 19 年、平成 26 年) 

総務省「経済センサス」(平成 16 年、平成 24 年) 

注：日本標準産業分類の改定及び調査設計の大幅変更があったため、平成 19 年以前の数値と平成 24 年以

降の数値は接続しない。 
 

(３)小売業の事業所数及び従業者数の推移 

千葉県の小売業の事業所数及び従業者数の推移を見ると、平成 26 年と平成 24 年の比

較では、事業所数は約９千事業所減少(▲24.0％)し、従業者数は約６万９千人減少(▲

21.0％)している。 

 

図表 10 小売業の事業所数及び従業者数の推移 

 
出所：経済産業省「商業統計」(平成 19 年、平成 26 年) 

総務省「経済センサス」(平成 16 年、平成 24 年) 

注：日本標準産業分類の改定及び調査設計の大幅変更があったため、平成 19 年以前の数値と平成 24 年以

降の数値は接続しない。  
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(４)小売業の年間商品販売額の業種別構成比 

小売業の年間商品販売額の業種別構成比は、「各種食料品小売業」が 12.5％で最も多

く、次いで「自動車小売業」、「百貨店、スーパー」(11.2％)などとなっている。 

飲食料品を扱う各種の小売業を合わせると構成比は 26.5％となる。 

 
図表 11 小売業年間商品販売額の業種別構成比(千葉県) 

 
出所：経済産業省「商業統計」(平成 26 年) 
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（26.5％）



14 

 

２．千葉県の商店街の状況 

(１)商店街数・会員数 

千葉県の商店街数は、平成８年には 960 団体であったが、平成 28 年には 694 団体と、

20 年間で 266 団体減少した(減少率 27.7％)。 

一方、商店街を構成する会員数は、平成８年には 37,963 人であったが、平成 28 年に

は 21,222 人と、20 年間で 16,741 人減少した(減少率 44.1％)。 

 

図表 12 商店街数・会員数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：千葉県商工労働部経営支援課 
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(２)ブロック別の商店街数・会員数 

ブロック別に人口と商店街数の関係を見ると、人口が最も多いのは千葉であるが、商

店街数では、最も多いのは東葛飾(194 団体)、次いで千葉(132 団体)、葛南(128 団体)

となっている。 

次に会員数を見ると、最も多いのは東葛飾(5,662 人)、次いで葛南(3,762 人)、千葉

(3,512 人)となっている。 

地域別の割合を見ると、Ａ地域は人口が 81.6％であるのに対し、商店街数が 75.2％、

会員数が 70.9％と、ともに人口の割合を下回っている。Ｂ地域は人口が 18.4％である

のに対し、商店街数が 24.8％、会員数が 29.1％と人口の割合を上回っている。 

 

図表 13 人口と商店街数・会員数 

 
 

 
出所：人口＝千葉県総合企画部「千葉県毎月常住人口調査」(平成 29 年 10 月１日時点) 

商店街数・会員数＝千葉県商工労働部経営支援課 
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安房 125,084 2.0% 18 2.6% 627 3.0%
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３．千葉県の大型店の状況 

(１)大型店の開店数 

千葉経済センターの調査レポートによると、千葉県における大型店(店舗面積 1,000

㎡超)の開店数は、平成 22 年から平成 24 年までは 20 店舗台であったが、平成 25 年には

34 店舗まで増加し、東京圏の１都３県において神奈川県と並び最も出店数が多かった。 

平成 26 年以降、本県における大型店の開店は減少に転じ、平成 28 年には 14 店舗と、

平成 25 年の約 4割にまで減少している。 

平成22年から平成28年までの7年間における千葉県の年平均開店店舗数は24.6店舗

で、東京圏の他の都県と同等となっている。 

 

図表 14 １都３県の大型店開店店舗数 

 

 

出所：東洋経済新報社「全国大型小売店総覧」 
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(２)大型店の店舗面積 

千葉経済センターの調査レポートによると、千葉県における大型店の店舗面積(各年

７月現在)は、平成 24 年以降、増加傾向にあり、平成 28 年には 5,740 千㎡に達した。平

成 29 年は、大型店の開店数が従前より減少したのに加え、百貨店等の大型店の撤退が相

次いだが、大型店の店舗面積は平成 28 年と比較するとほぼ横ばいである。 

平成 22 年から平成 29 年までの店舗面積の増減率は、千葉県が 14.0％で東京圏の１都

３県の中で最も高くなっている。 

図表 15 １都３県及び全国の大型店店舗面積の推移 

 

 
出所：東洋経済新報社「全国大型小売店総覧」(各年７月現在) 

図表 16 近年閉店した大型店の概要 
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千葉県 東京都 神奈川県 埼玉県 全国

5,033 7,282 5,449 5,101 98,439

5,020 7,362 5,517 5,132 98,801

5,142 7,427 5,625 5,201 99,759

5,231 7,525 5,737 5,392 102,074

5,456 7,620 5,799 5,555 104,365
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店　名 開店時期 閉店時期 営業年数店舗面積

出所：店舗面積＝東洋経済新報社「全国

大型小売店総覧」 

開店時期以下＝各社報道発表資料 

注：1972 年に、前身の「ニューナラヤ」

(三越と奈良屋の合弁)がオープン

し、1984 年商号変更 
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Ⅲ 買い物スタイルの変化 
本項では、県内の商業環境について論じる上で重要な要素となる買い物スタイルの変化

について触れることとする。 

１．インターネットショッピング 

(１)インターネットショッピングの市場規模 

日本のインターネットショッピングの市場規模は、平成 28 年時点で 15.1 兆円(前年比

＋9.9％)となっている。また、電子商取引(ＥＣ)の浸透度合を示す指標であるＥＣ化率

※も、5.43％(前年比＋0.68 ポイント)と上昇している。 

※全ての商取引における、ＥＣによる取引の割合。ネットショッピングにおけるＥＣ

化率は、物販系分野における値を指す。 

 

図表 17 インターネットショッピングの市場規模及びＥＣ化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

77,880
84,590

95,130

111,660

127,970

137,746

151,358

2.84 

3.17 
3.40 

3.85 

4.37 

4.75 

5.43 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

（％）（億円）

ＥＣ市場規模 ＥＣ化率



19 

 

(２)インターネットショッピングの利用状況 

２人以上の世帯におけるインターネットショッピングを利用した世帯の割合は家計消

費状況調査が始まった平成 14 年は 5.3％であったが、平成 28 年には 27.8％と 5.2 倍と

なっている。 

 

図表 18 インターネットショッピングを利用した世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省「家計消費状況調査」 

注：２人以上の世帯 
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２．モノ消費からコト消費へ 

千葉経済センターの調査レポートによると、消費市場が成熟化する中で、時間やお金

に余裕のあるシニア世代のみならず、若い世代でも衣料品購入を中心に「モノ消費(商品

の購入・所有)」から、旅行や趣味などの様々な体験や思い出作りと、それらの情報発信

(ＳＮＳ)や人間関係構築など、目に見えない価値である「コト消費」への変化が着実に

進んでいる。 

家計調査における一世帯当たりの消費支出の内訳を見ると、1970 年には 73.0％だった

財(≒モノ)への支出が 2015 年には 57.6％へ低下し、逆にサービス(≒コト)への支出が

27.0％から 42.4%へと拡大した(図表 19)。さらにやや詳しく見ると、「財」では高齢化の

進行と相まって「食料」が 13.4 ポイント低下したほか、「被服・履物」も 5.8 ポイント

下落した。一方、「サービス」では、スマートフォンの普及などから「通信」が 3.6 ポイ

ントとなったほか、「教養娯楽」も 2.9 ポイント上昇した。 

 

図表 19 財・サービス支出の内訳の推移 

 
 

出所：総務省「家計調査」 
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３．インバウンド消費 

(１)消費額の推移 

千葉経済センターの調査レポートによると、日本政府観光局の統計データでは、訪日

外国人旅行者数は、2020年東京オリンピック・パラリンピック開催決定(2013年９月)後

に日本への関心が高まったことに加え、ビザ緩和なども寄与して、2012年の836万人から

年々増加し、2016年には2,404万人(前年比21.8％増)と初めて2,000万人を突破した(図表

20)。訪日客による消費額は2016年に３兆7,476億円(同7.8％増)と、家計最終消費支出額

比1.6％の規模に成長。政府は2020年に訪日外国人旅行者４千万人・外国人旅行消費額８

兆円、2030年に同６千万人・同15兆円という目標を掲げ、戦略的にビザ緩和拡大や民泊

(注)ルール整備、空港機能強化など受入許容量の増大に取り組んでおり、2020年東京オ

リンピック・パラリンピック後もインバウンド消費は持続的な成長が見込まれる。 

 

(注)個人が住宅の空室などに有料で旅行者を宿泊させるサービスのこと。 

 

図表 20 旅行消費額と訪日外国人旅行者の推移 

 
出所：日本政府観光局 
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(２)消費内容 

千葉経済センターの調査レポートによると、訪日外国人旅行者の１人当たり消費額は、

2016年は155,896円と前年比11.5％減少した(図表21)。この支出単価の低下は、リピータ

ーの訪日客が増える中で、①円高進行(平均為替レート：2015年121.07→2016年108.03円

/ドル)の下での円支出額の節約や、②2016年４月に中国政府が海外で購入した商品に課

す関税を引き上げ、家電などの爆買いが影を潜めたことなどによるもの。そうした中で、

消費額に占めるモノ支出(買物代)のウェイトを下げ(2015年41.8％→2016年38.1％)、反

面、サービス支出を増やす(同：57.9％→61.7％)傾向が見て取れる。特に、飲食費や交

通費の比率上昇は、日本食を味わうことや、３大経済圏から地方エリアに行動範囲を広

げ、日本滞在を新しい視点で楽しもうとするなど、体験(コト消費)を重視する傾向が強

まっていることが一因と見られる。 

 

図表 21 訪日外国人旅行者１人当たり費目別旅行支出 

 
出所：観光庁「訪日外国人消費動向調査」 

 

  

（単位：円/人、％） 構成比 （単位：％）

宿泊費 飲食費 交通費
娯楽

サービス費
買物代 その他 総額 モノ サービス その他

2015年 45,465 32,528 18,634 5,359 73,662 518 176,167 41.8 57.9 0.3

2016年 42,182 31,508 17,838 4,725 59,323 320 155,896 38.1 61.7 0.2

前年比（％） ▲ 7.2 ▲ 3.1 ▲ 4.3 ▲ 11.8 ▲ 19.5 ▲ 38.2 ▲ 11.5


